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提言①
 

科学技術基本法の改正

第一章

 

総則
（目的）

第一条

 

この法律は、科学技術（人文科学のみに係るものを除く。以下同じ。）の振興に関する施策の基本と

 
なる事項を定め、科学技術の振興に関する施策を総合的かつ計画的に推進することにより、・・・（中略）・・・世界の

 
科学技術の進歩と人類社会の持続的な発展に貢献することを目的とする。

『科学技術』の振興に関する施策の基本法律に「人文科学のみに係るものを除く」の文言あり。

このことにより

 

→ 政府の科学技術政策と人文科学研究とが乖離。
我が国の研究分野全体をボトムアップする観点の欠落

『科学技術』の振興に関する施策の基本法律に「人文科学のみに係るものを除く」「人文科学のみに係るものを除く」の文言あり。

このことにより

 

→ 政府の科学技術政策と人文科学研究とが乖離。
我が国の研究分野全体をボトムアップする観点の欠落

科学技術基本法

 

平成七年十一月十五日法律第百三十号

大学等の学問別研究費の割合（平成19年度）

（出典）統計局ホームページ

大学等の組織の形態、専門別研究本務者数（平成20年）

（出典）統計局ホームページ

私立大学の多くの

 
研究者は人文科学・

 
社会科学分野に

研究費の6割が

自然科学分野に

 
配分

人文科学分野・社会科学分野・自然科学分野を網羅した
「科学・技術」の基本政策指針が求められる

人文科学分野・社会科学分野・自然科学分野を網羅した
「科学・技術」の基本政策指針が求められる



提言②
 

研究拠点形成の継続支援

競争的環境により、トップクラスの研究拠点に重点配分
一方で、①「時限的」支援で、支援終了後の継続性に課題。

②「独立型」で、周囲とのネットワーク形成に課題。国際的発展性に課題。

我が国のハブとなり、”国際的なネットワーク拠点”になりうる研究拠点には、
長期にわたり“継続的に支援”できるような仕組みが必要

我が国のハブとなり、”国際的なネットワーク拠点”になりうる研究拠点には、
長期にわたり“継続的に支援”できるような仕組みが必要

これまでの科学技術政策

例えば・・・

国立大学運営費交付金・私立大学経常
費補助金の次の「第3の交付金」として、
特色ある研究に長期的に研究交付金
として支給。
予算は、弾力的に繰越可能とする。等

国立大学運営費交付金 私立大学等経常費補助金

1兆1,585億円
3,222億円

国公私共通研究交付金

新しいスキームの継続的な拠点形成支援が可能な第３の交付金が求められる新しいスキームの継続的な拠点形成支援が可能な第３の交付金が求められる



提言③
 

学際的萌芽研究の支援

第2期科学技術基本計画

・戦略的重点化⇒重点分野の設定
第3期科学技術基本計画

・重点推進４分野（ライフサイエンス、情報通信、環境、ナノテク・材料）

 

、推進４分野

・戦略重点科学技術（国家基幹技術等）
2002年

 

21世紀COEプログラム

 

⇒世界的な研究拠点形成を支援
2007年 グローバルCOEプログラム ⇒更に世界トップレベルの教育研究拠点形成を支援

→特定研究分野の重点的支援を図ってきたが、我が国全体の科学・技術力の向上を図るため
には、多様な研究を初期段階から育成していくことも必要

トップ研究拠点の育成とともに、萌芽的・独創的・基盤的研究を育成する視点が必要
⇒研究の多様性の醸成

トップ研究拠点の育成とともに、萌芽的・独創的・基盤的研究を育成する視点が必要
⇒研究の多様性の醸成

これまでの科学技術政策

世界をリードする研究だけでなく、特定の学問分野でキラリと光る
研究や、萌芽的な学際分野の研究を育成することが求められる

世界をリードする研究だけでなく、特定の学問分野でキラリと光る
研究や、萌芽的な学際分野の研究を育成することが求められる



提言④
 

若手研究者の育成

競争的環境のもと、研究費も、熟練研究者に
手厚く分配

若手研究者には、研究費の確保や、
ポスト（ティニュアでの研究職）の確保
といった課題があり、研究に専念でき
る環境・体制が未整備

若手研究者には、研究費の確保や、
ポスト（ティニュアでの研究職）の確保
といった課題があり、研究に専念でき
る環境・体制が未整備

大学院博士後期課程強化と連動した、若手研究者の支援
（研究費・研究時間・研究経験）充実が求められる

大学院博士後期課程強化と連動した、若手研究者の支援
（研究費・研究時間・研究経験）充実が求められる

これまでの科学技術政策

３５歳未満の研究者は

 自分の裁量で使用で

 きる研究費が少ない
（出典）科学技術白書



提言⑤
 

研究支援者の育成

人材の育成・確保・活躍を促進したものの、その視点は、「若手」、「女性」、「外国人」といった“研究

 者”に特化。研究支援人材の確保・育成に課題。

米国では、「リサーチアドミニストレーター」
という“専門職”が研究推進・産学官連携業
務を専門的に担っている。

米国では、「リサーチアドミニストレーター」
という“専門職”が研究推進・産学官連携業
務を専門的に担っている。

研究者の研究力量を向上させるためには、
研究支援人材の量的拡大・質的向上が求められる

研究者の研究力量を向上させるためには、
研究支援人材の量的拡大・質的向上が求められる

これまでの科学技術政策

 ％

米国の大学の教職員における非教員専門職の割合

（出典：李

 

京柱「米国の研究大学における

 

リサーチアドミニストレーションの発展」）

一般事務職数は低下
非教員専門職数は増加

科研費、COE採択、

競争的資金、
公的資金獲得

論文掲載数、
特許出願数
シンポジウム

共同研究、受託研究、
ベンチャー起業、

技術移転

①研究企画力 ②成果発信力 ③産学連携力

研究高度化施策立案、
研究支援人材育成、
外部資金獲得策

研究費適正執行、
特許マネジメント
ＰＪ段取り力

ＰＪコーディネート、
マーケティング、
ベンチャー支援、
ネットワーク力

①研究政策力 ②ＰＪﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ力 ③研究ＣＤ力

職員力量

教員力量

研究の高度化

研究支援力

研究力

研究者（教員）の研究力と研究支援者（職員）
の研究支援力により、研究高度化へと発展

研究者（教員）の研究力と研究支援者（職員）
の研究支援力により、研究高度化へと発展



ご清聴ありがとうございました。ご清聴ありがとうございました。
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